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抄　　録

精神疾患に関する教育内容は、公益財団法人日本学校保健会の委員会や中央教育審議会での議論を
踏まえて、最終的に文部科学省が高等学校学習指導要領に位置づけた。

学習指導要領の教科に位置づくことで、教科書ができ、日本のすべての高等学校において精神疾患
に関する内容が指導される。また、国や都道府県の教員研修において、精神疾患に関する内容が取り
上げられ、学校での理解が深まる。さらに、大学の保健体育に関する教職課程の授業で精神疾患に関
する内容が指導され、教職を目指す大学生の理解も促進される。　

このように教育内容として位置づくことで、対象者とそれにかかわる人々の精神疾患に関する理解
を深め、様々な効果が期待できる。一方で、実施する上での課題や検討事項もある。課題としては、医
学用語と教育用語の差異の検討や、精神疾患に罹患している生徒の授業への参加の仕方など様々なこ
とがあげられる。これらの課題解決の方向性や高等学校の教育の検証を行う必要性、さらには、義務
教育段階での教育への位置づけについて考えていきたい。

1．はじめに
2022年度から、精神疾患に関する内容がすべての高等学校の科目保健の授業で指導される。本稿で

は、この内容が学習指導要領に位置づいた経緯とその意義について述べる。

2．精神疾患に関する教育内容が学習指導要領に位置づいた経緯
平成30年に、「精神疾患の予防と回復」の内容が高等学校の学習指導要領に位置づいたわけである

が、その経緯を知ることは重要である。新しい指導内容が、すべて今回と同様の経緯をたどり位置づ
くとは限らない。しかし、精神疾患に関する内容が高等学校より前の段階で学ぶ必要があったり、高
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等学校だけで学ぶことでは不十分であったりした場合に、今回の内容が位置づいた経緯を知っていれ
ば、例えば、新たに中学校に精神保健の内容を位置づける際に参考になるであろう。

（1）現代的な健康課題対応委員会（心の健康に関する教育）での検討（平成26年6月）
これまで、保健に関する内容は保健体育（小学校は体育）を中心に指導されるが、保健と体育の学習

指導要領は文部科学省内の別々の部署で検討されてきた（現在はスポーツ庁の同じ部署で検討する体
制となっている）。今回の保健は、まず現代的な健康課題を中心に調査し、新しい内容に位置づける必
要があるかどうかが検討された。その中でも、学習指導要領はおおよそ10年のスパンで改訂されるた
め、改訂後10年は重要な健康課題として対応する必要があるものが重要視される。今回は、精神疾患
とがんが検討され、どちらの内容も学習指導要領に位置づくことになった。

公益財団法人日本学校保健会の「現代的な健康課題対応委員会（心の健康に関する教育）」では、「心
の健康に関する教育」に関する現状を整理するとともに、今後の「心の健康に関する教育」の方向性や
論点等について検討し、報告書をまとめている（公益財団法人日本学校保健会, 2015）。教育内容に関
しては、「心の健康の基礎」「精神疾患の予防」「インターネット依存について」の三つのテーマで議論
されているが、本稿では高等学校の学習指導要領に位置づいた「精神疾患の予防」について取り上げ
る。そこでは、教育内容に必要なことを4点あげているが（表1）、そのほとんどが、学習指導要領の内
容に反映されている（三つめは集団指導の内容ではなく個別指導に関わるため学習指導要領には反映
されていない）。つまり、ここでの検討が極めて重要だったということである。

表1　教育内容として必要なこと

（2）精神保健に関する指導参考資料作成委員会での実践
新しい教育内容を教科等に位置づけるためには、実際に授業実践を通して、内容が適切であるか、ど

のような指導法が効果的であるか等について、検証を行う必要がある。たとえば、高等学校において
精神疾患に関する内容を取り上げ、実際に研究授業を行うことが考えらえる。公益財団法人日本学校
保健会では、精神保健に関する指導参考資料作成委員会を平成27年度に設置し、中学校、高等学校で
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授業研究を実施しているが、残念ながら報告書等にまとめることはなく、成果が公表はされていない。

（3）中央教育審議会での検討
中央教育審議会は、文部科学大臣の諮問に応じて教育に関する重要事項を調査審議し、文部科学大

臣に意見を述べる組織であり、学習指導要領についてもその内容に含まれる。中央教育審議会内の部
会やワーキング・グループでの議論を踏まえて、最終的に「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特
別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について（答申）（平成28年12月21日）」（中央教
育審議会, 2016）が出された。そこに学習指導要領に位置づける何らかの根拠が示されるかが鍵とな
るわけである。実際は、体育・保健体育・健康・安全ワーキング・グループで前述した（1）（2）を踏まえ
た検討がなされ、最終的に答申に「○　科目保健については、個人及び社会生活における健康・安全に
ついての総合的な『知識・技能』、『思考力・判断力・表現力等』、『学びに向かう力・人間性等』の育成を
重視する観点から内容等の改善を図る。その際、少子高齢化や疾病構造の変化による現代的な健康課
題 186 の解決に関わる内容や、ライフステージにおける健康の保持増進や回復に関わる内容及び一次予
防のみならず、二次予防や三次予防に関する内容を改善するとともに、人々の健康を支える環境づく
りに関する内容の充実を図る。また、科目体育と一層の関連を図り、心身の健康の保持増進や回復と
スポーツとの関連等の内容等について改善を図る」と示された。この「現代的な健康課題 186」の注釈に

「死因として最多はがんで、第2位が心疾患であり、これらの生活習慣病などは、死因の約6割、国民医
療費の約3割を占めている。また、20代の死因の半数は自殺で、その動機や原因の約４割が仕事関連
の悩みとうつ病によるものと指摘されている。少子高齢化については、若い世代の出産・子育てや高
齢化に伴う健康寿命の延伸などの課題が指摘されている」（下線筆者）が示された。この「現代的な健
康課題」の具体として説明された下線部分が、精神疾患に関する内容を学習指導要領に位置づける根
拠となったのである。また、この答申内容は「科目保健」で示されていることから、文部科学省で高等
学校の保健体育科目保健の学習指導要領に位置づけるかどうかが検討されることとなった。つまり、

（1）（2）で現代的な健康課題の重要なテーマの一つとして、精神疾患を含む心の健康の内容が検討され
てきたことが、ここに結び付くことになるわけである。

（4）学習指導要領への位置づけ
中央教育審議会の答申を踏まえて、文部科学省内で学習指導要領及び解説が検討され、表2、表3の

ように精神疾患に関する内容が示された。ここでは、「精神疾患の予防と回復」というタイトルやコア
になる指導内容について明示された。また、高等学校の科目保健としての目標や「現代社会と健康」

（「（ｱ）健康の考え方」「（ｲ）現代の感染症とその予防」「（ｳ）生活習慣病などの予防と回復」「（ｴ）喫煙，飲
酒，薬物乱用と健康」「（ｵ）精神疾患の予防と回復」で構成）という内容のまとまりの中での内容として
の整合性や、中学校「心の健康」との系統性についても検討されている。
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表2　高等学校学習指導要領

表3　学習指導要領解説

3．指導内容として学習指導要領に位置づいた意義
（1）日本のすべての高等学校において精神疾患に関する内容が指導される。

国のどの地域で教育を受けても、一定の水準の教育を受けられるようにするため、文部科学省で
は、学校教育法等に基づき、各学校で教育課程（カリキュラム）を編成する際の基準を定めており、この
基準が「学習指導要領」である。「学習指導要領」では、小学校、中学校、高等学校等ごとに、それぞれの
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教科等の目標や大まかな教育内容を定めている。一方、これとは別に、学校教育法施行規則で、例えば
小・中学校の教科等の年間の標準授業時数等が定められており、各学校では、この「学習指導要領」や
年間の標準授業時数等を踏まえ、地域や学校の実態に応じて、教育課程（カリキュラム）を編成してい
る（文部科学省, 2022）。 つまり、学習指導要領に精神疾患に関する内容が位置づけば、国公立や私立
に関係なく、位置づいた校種のすべての学校でその内容が指導されることになるわけである。　

なお、文部科学省は、学習指導要領のより詳細な事項を記載した学習指導要領解説を発行してお
り、学習指導要領とは異なり法的拘束力はないが、教科書に影響力がある。したがって、学習指導要領
に位置づくことが難しければ、例えば献血や臓器移植の内容のように、学習指導要領解説に位置づけ
ることを目指すという方略もある。しかし、やはり、学習指導要領に位置づくことで、その内容の重要
性が認知されるのである。

（2）教科に位置づいたために、教科書ができる
精神疾患に関する内容が、高等学校保健体育科目保健の学習指導要領及び学習指導要領解説に示さ

れたことにより、教科書に掲載されることが決定した。なぜなら、教科書は、この学習指導要領に示さ
れた教科・科目等に応じて作成されるからである。例えば、特別活動や総合的な学習の時間などの教
科以外に位置づくと教科書はできない。

教科書は、「小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及びこれらに準ずる学校において，教育課程の
構成に応じて組織排列された教科の主たる教材」（教科書の発行に関する臨時措置法第二条, 1948）と
して位置づけられ、教育の機会均等を実質的に保障し、全国的な教育水準の維持向上を図るため、学校
において、教科書を使用することが義務付けられている。各学校においては、教科書を中心に、教員の
創意工夫により適切な教材を活用しながら学習指導が進められており、生徒が学習を進める上で重要
な役割を果たしているのである。

（3）国や都道府県の研修会において、精神疾患に関する内容が取り上げられ、学校での理解が深まる
国や都道府県等では、毎年度教育課程に関する研修会が開かれている。例えば、学校から教科主任

が参加すると、それを各学校に持ち帰って伝達することになる。公益財団法人日本学校保健会調査で
は、「過去5年間に公的機関が主催する研修に参加した高校の教師の割合は、53.8%、校内研修に参加し
た割合は、73.1%」であった。特に、学習指導要領の改訂された直後は国の全国説明会をはじめ研修会
が充実することになる。

また、精神疾患に関する内容については、保健体育などの教科の研修会だけでなく、健康教育や学校
保健などの研修会でもテーマとなる。例えば、2021年の第16回栃木県健康教育研究大会では、著者が
精神疾患に関する内容をテーマに講演している。

（4）大学の教職課程の授業で精神疾患に関する内容が指導される
教員になるために、大学生は教職課程を有している大学等で必要単位を修得し、各都道府県の教育

委員会が定める書類を用意し申請することで、教員免許状を取得する。大学の教職課程では、教科の
指導法に関する授業が必修となるが、例えば保健体育科教育法、保健体育教材論などの講義で、学習指
導要領に位置づいている内容を取り上げ、その内容について理解したり、教材づくりをしたりするこ
とになる。一般的に新しく位置づいた内容は、しっかりと扱われることとなると考えられる。これら
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の授業は教育実習に行く前に行われることが多く、大学3年生までに理解を深めることができる。

4．学校における精神疾患に関する教育の今後の課題
精神疾患に関する内容が新しく位置づいた高等学校で教育を推進するに当たって、課題があるかど

うか検討し、もしある場合には適切に対応することが求められる。また、高等学校の教育効果等を踏
まえて、義務教育段階に位置づけるかどうか検討することが大切である。

（1）高等学校について
①本内容における「予防」や「回復」の意味について

現在の学習指導要領改訂前までは、保健の内容は一次予防中心の内容であったが、今回、精神疾患や
がんに関する内容が新たに加わり、二次予防、三次予防を含めた内容になった。まず、そのことが、適
切であったか検討することが大切である。特に、「二次予防、三次予防」の内容が加わったことで「回
復」にかかわる内容を示せることになったので、そのあたりについて、しっかりと具体的に検証してい
くことが望まれる。このことについては、前回の学習指導要領の改訂を踏まえると、国立教育政策研
究所が実施する学習指導要領状況調査により明らかになると推察される。この調査は、高等学校の学
習指導要領の検証のため、学習指導要領の改善事項を中心に、各教科等の目標や内容に照らした生徒
の学習の実現状況について調査研究を行い、次期学習指導要領改訂の検討のためのデータ等を得るた
めに実施された。調査は、生徒へのペーパーテスト、生徒及び教師を対象とした質問紙調査（生徒質問
紙調査，教師質問紙調査，学校質問紙調査）を実施した。精神疾患に関する内容は新しく位置づいた内
容であるので、今回、実施されれば調査の対象になる可能性がある。

また、医学的には、精神疾患の症状が軽くなって落ち着いている状態を意味する「寛解」や治療を通
じて、なりたい自分の姿に回復していくこと、この過程で自分らしく生活できるようになることを「回
復（リカバリー）」とされている（精神疾患に関する指導参考資料　公益財団法人日本学校保健会, 
2020）。特に、医学的な「回復」については複合的な概念であるため（国立研究開発法人国立精神・神経
医療研究センター, 2022）、学習指導要領に示された「回復」が意味するものと内容が一致、または関連
するかについて検討することが大切である。そして、そのことを教員に伝える必要がある。なぜなら
ば「精神疾患の予防と回復」というタイトルから、指導する教員は、これまでの指導内容に位置づいて
いた感染症や生活習慣病と同様に「予防と回復」をイメージする可能性もある。さらに言えば、「回復」
は病気が完治することだと考える教員もいる可能性がある。そこで、精神疾患の特徴を踏まえ、予防
と回復の意味を共通理解するための研修会等の設定や資料等の作成が必要になる。

②本内容で授業を実施する上での配慮事項について
本内容の指導が実施される高等学校においては、少なからず心の不調をもつ生徒や精神疾患にり患

している生徒が存在する。がんなどのほかの内容とも共通するが、特に精神に関わる内容は個別指導
との連携が欠かせない。また、精神疾患の患者とその家族へ対する誤解や偏見を生じないための工夫
が必要である。

がんの内容を扱う、いわゆるがん教育では、実施に当たっては、以下のような事例に該当する児童生
徒が把握できる場合はもとより、把握できない場合でも授業を展開する上で配慮が求められる四つの
事項を挙げている。
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精神疾患に関する教育においても、このような具体的な配慮事項を検討することが必要となろう。

（2）中学校に位置づける必要があるかどうか
精神疾患は、国民的な健康課題であることはもちろん、思春期や青年期に認められることが多く

（Kessler et al., 2007）、中学校の段階から教育をすることが必要であろう。また、精神疾患は、早期の
治療や支援により回復率が高いものの、差別や偏見が課題となっており（Schnyder et al., 2017）、差別
や偏見の改善には、精神疾患の好発期以前の教育による効果的な介入が大切である。

高等学校と違い、中学校に位置づくことは、教育基本法に基づき普通教育を受けさせる義務を負
う、いわゆる義務教育に位置づくことになる。

また、義務教育の目的の一つは、「国家・社会の形成者として共通に求められる最低限の基盤的な資
質の育成」（文部科学省, 2005）が考えられる。つまり、すべての中学生に精神疾患に関する内容の教育
を通じて、共通の知識、態度など、社会を構成する一人一人に不可欠な基礎的な資質を身に付けさせる
ことになるのである。

5．おわりに
学校教育に精神疾患に関する教育が位置づくことは、精神疾患についての理解が深まることはもち

ろん、社会全体にとって様々な意義がある。今回、授業として高等学校に位置づいた内容や効果を検
証するとともに、集団指導としての授業とカウンセリング等を含めた個別指導とをどのように連携し
ていくか検討することが求められる。それを踏まえて、学校教育のどの段階に精神疾患の教育を位置
づけるのが適切か議論し、もし中学校に位置づける必要があるとした場合、高等学校に位置づいた経
緯を参考に対応していく必要がある。

利益相反はない。



76

予防精神医学 Vol.7（1）2022

【参考文献】

1） 中央教育審議会：幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及
び必要な方策等について（答申），2016

2） Kessler RC, Angermeyer M, Anthony JC, DE Graaf R, Demyttenaere K, Gasquet I, DE Girolamo 
G, Gluzman S, Gureje O, Haro JM, Kawakami N, Karam A, Levinson D, Medina Mora ME, Oakley 
Browne MA, Posada-Villa J, Stein DJ, Adley Tsang CH, Aguilar-Gaxiola S, Alonso J, Lee S, 
Heeringa S, Pennell BE, Berglund P, Gruber MJ, Petukhova M, Chatterji S, Ustün TB: Lifetime 
prevalence and age-of-onset distributions of mental disorders in the World Health Organization’s 
World Mental Health Survey Initiative. World Psychiatry : Official Journal of the World 
Psychiatric Association （WPA） 6（3）: 168-176, 2007 

3） 公益財団法人日本学校保健会：現代的な健康課題対応委員会（心の健康に関する教育）報告書，
2015

4） 公益財団法人日本学校保健会：平成27 年度事業報告書，2016
5） 公益財団法人日本学校保健会：保健学習推進委員会報告書，2021a
6） 公益財団法人日本学校保健会：精神疾患に関する指導参考資料，2021b
7） 国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センターHP：リカバリー（Recovery） https://www.

ncnp.go.jp/nimh/chiiki/about/recovery.html（最終閲覧日2022.5.29）
8） 国立教育政策研究所：平成 27 年度学習指導要領実施状況調査 教科・科目等別分析と改善点（高等

学校 保健体育科 保健），2016
9） 教科書の発行に関する臨時措置法，昭和二十三年法律第百三十二号, 1948
10） 文部科学省：外部講師を活用したがん教育ガイドライン，平成28年　令和3年3月一部改訂, 2021
11） 文部科学省：（1）義務教育の目的, 2005 https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/

toushin/attach/1419867.htm（最終閲覧日2022.5.29） 
12） 文部科学省：学習指導要領とは何か？, 2022 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/

idea/1304372.htm（最終閲覧日2022.5.29）
13） 文部科学省：高等学校学習指導要領, 2018a
14） 文部科学省：高等学校学習指導要領（平成30年告示）解説　保健体育編　体育編, 2018b
15） Schnyder N, Panczak R, Groth N and Schultze-Lutter F: Association between mental health-

related stigma and active help-seeking: systematic review and meta-analysis. Br J Psychiatry 
210, 261-268, 2017


